













果をねらった, いわば財源調達型の課税である。それと比較して, NOx 課
徴金はその制度と運用形態から, 第一義的な目的を環境改善のインセンティ
ブ効果とする租税であり, ピグー的課税やボーモル＝オーツ税の一形態とし
て位置づけられる。このことから, NOx 課徴金制度は, 伝統的議論に則し
83























現在NOx 課徴金は, 年間 25GWh 以上のエネルギー生産を行うボイラー,
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3）NOx 排出量は SOx の発生や CO2 の発生とは異なり, 燃焼中の窒素と大気中の
酸素が反応する場合と燃焼により大気中の窒素と酸素が反応する場合があるため
に燃料中の窒素分から測定することができない。






は, 猶予期間を設けて, 順次, 拡大されてきた。導入から1995年までは, 最





増加しており, 2001年現在, 252社, 393の生産施設が課税対象となっている
（表2-1)。
また, 課税対象企業による NOx 排出量が1993年度の１億５千305トンか
ら2001年度の１億４千160トンまで減少しているにもかかわらず, エネルギ
ー生産量は３万７千465GWhから５万８千142GWhまで増加している結果,
エネルギー生産単位あたりの NOx 排出量は 0.409kg/MWh から

































1992 124 181 15,305 37,465 0.409 99 16.17 612
1993 131 189 13,333 41,158 0.324 78 12.58 533
1994 131 202 13,025 45,193 0.288 70 11.35 521
1995 136 210 12,517 46,627 0.268 65 10.69 501
1996 177 274 16,083 57,150 0.281 68 11.26 643
1997 250 371 15,107 54,911 0.275 66 10.77 604
1998 252 374 14,617 56,367 0.259 63 10.14 585
1999 248 375 14,050 54,921 0.256 62 10.09 562
2000 241 363 12,765 51,399 0.248 60 9.64 511
2001 252 393 14,160 58,142 0.244 59 9.55 555
（出所）	











スウェーデンのNOx 排出量は, 1980年と比較して, 2000年まで減少し続
けている（図3-1)｡
1999年まで, 課税対象となったプラントのエネルギー生産に対するNOx
排出量は, 1991年の NOx 課徴金の導入以来, 平均的には約60%削減された。
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図3-1 スウェーデンにおけるNOx排出量の推移（1980-2000）
（出所）Statistiska meddelanden Mi 18
NOx排出量(1000t)
















較すると, 1980年代終わりには 180mg/MJ であったが, 1992年には99mg/





6）本稿では, エネルギー生産効率を, エネルギー生産に対するNOx 排出量とする。
図3-2(a) 産業別NOx排出量の推移(1989-1995)


















































現在NOx 課徴金は, 年間 25GWh 以上のエネルギー生産を行うボイラー,
ガスタービン, 固定燃焼モーターに対して課されているが, これまで課徴金
の対象プラントは, 猶予期間を設けて, 順次, 拡大されてきた。導入から
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税対象となり, 現在にいたっている。図3-3に見るように, この間, 対象施
設数は増加しており, 2001年度には, 50GWh 以上の257施設, 40-50GWh
の47施設, 25-40GWh の89施設を合わせた393の生産施設が課税対象となっ
ている。また2001年度の対象施設のエネルギー生産規模別比率を見ると, 50
GWh 以上の施設が約65％, 40-50GWh の施設が約12％, 25-40GWh の施設
が約23％となっており, 大部分が導入当初から課税対象となっていた大型施
設であることがわかる。
次に, 図3-4にあるエネルギー生産規模別, NOx 排出量の推移を見ると,














































課税対象となる７業種９）における, 課税対象事業所数, 生産設備数, NOx







から, この間, 事業所数, 生産設備数共に大幅に拡大している。業種別に見
ると事業所数, 生産設備数共に, 熱発電所が最も多く, 2001年度には120事
業所数, 192施設数が対象となり, その数は全体の50％弱である。2001年度





排出量は減少し, エネルギー生産量は増加している（図3-8, 図3-9)。 NOx
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9）廃棄物焼却施設（Avfallsforbranning), 熱発電所（Kraft-och varmeverk), 化学工
業（Kemisk industri), 鉄鋼業（Metall-och verkstadsindustri), パルプ・製紙業
(Massa-och pappersindustri), 林業（Traindustri), 食品業（Livsmedelsindustri）
の７つの業種による評価を行う。
10）設備数が減少する原因に, NOx 課徴金は大規模プラント設備にのみ課税されて
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図３-7(a) 産業別課税対象事業所数の推移
図３-7(b) 産業別課税対象生産設備数の推移








廃棄物燃焼施設 熱発電所 化学工業 鉄鋼業
パルプ・製紙業 林業 食品業
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廃棄物燃焼施設 熱発電所 化学工業 鉄鋼業
パルプ・製紙業 林業 食品業
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
図３-8 産業別NOx排出量の推移

















1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001
廃棄物燃焼施設 熱発電所 化学工業 鉄鋼業
パルプ・製紙業 林業 食品業
排出量については, 1992年度の１千５百30万kg から1995年度の１千２百51
万kg まで減少した後, 課税対象が拡大したことから, 1996年度には１千６
百８万kg に増加したものの, その後2001年度の１千４百５万kgまで減少し
ている。逆に, エネルギー生産量は, 1992年度の３万７千46万MWh から
2001年度の５万８千14万MWhまで増加している。この間のエネルギー生産
に対する NOx 排出量の推移を示したエネルギー生産効率を見ると(前出,
表2-1), 1992年度の 0.409kg/MWh から2001年度の 0.244kg/MWh までエ
ネルギー生産における NOx 排出量は, 減少している｡エネルギー生産にお
けるNOx 排出量が減少していることから, NOx 排出量に対するエネルギ
ー生産効率は改善されたと結論付けられる｡
次に図3-10に示したNOx 課徴金による産業別のエネルギー生産効率の推

















































次に, 図3-11に示すように, NOx 課徴金による産業別の NOx 排出量に
対するエネルギー生産の効率性と平均効率の推移について検討する。まず最
初に, NOx 課徴金による費用・便益を決定する平均効率の値を見ると,
1992年度の 0.41kg/MWh から2001年度の 0.24kg/MWh まで段階的に改善
されている。
2001年度の産業別のエネルギー生産あたりのNOx 排出量を比較すると,
熱発電所の 0.21kg/MWh を筆頭に, 食品業, 廃棄物焼却施設の 0.22kg/
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図３-11 産業別エネルギー効率と平均効率の推移(1992－2001)
(kg/MWh)

















の 0.32kg/MWh, 林業の 0.34kg/MWh の順に生産効率が悪くなっている。
次に, 1992年度の導入時と1995年度, 1996年度の課税対象拡大による対象企
業増加時, 2002年現在の業種ごとのランキングの推移を見る。廃棄物焼却施
設は, ６位, ４位, ３位, ２位と業界全体として平均効率の改善を果たして
いる。熱発電所は, ３位, ３位, ２位, １位と導入当初から平均効率以下の
NOx 排出量を維持しつづけていることから, これまでに, NOx 排出課徴
金による実質負担が業界としてなかったことがうかがえる。化学工業は, ５
位, ６位, ４位, ５位と低迷を続けるが, 業界として平均効率は改善しつづ
けている。鉄鋼業は, １位, １位, ６位, ４位と課税対象が拡大される前年
1995年度までは, 生産効率のトップを維持してきたが, 業界に新規課税対象
施設が入ってきたことにより, 1996年度には６位となった。その後は2001年
度まで毎年順位を下げつづけている。パルプ・製紙業は, ４位, ７位, ５位,
６位と順位の変動が大きいように思えるが, この間, 平均効率は逓減してい
る｡ 他の業界が, 全体として生産効率を改善させたり, 課税対象施設の拡大
による生産効率の変動により, 順位に変動が起きているものと考えられる。
林業は, 1992年度の 0.76kg/MWh から1995年度の 0.29kg/MWh, 1996年
度の 0.38kg/MWh から1999年度の 0.33kg/MWh まで飛躍的に生産効率を
改善させてきたが, 他の産業の平均値と比較する場合, ７位, ５位, ７位,











次に, 図3-12に示したNOx 課徴金の負担について, 産業別純受取額の推
移から検討する。これによると, 林業, パルプ・製紙業, 化学工業が,
NOx 課徴金導入以来, 課徴金による負担を続けている。特に, パルプ・製
紙業の負担額が突出して大きい。一方, 食品業, 熱発電所は, NOx 課徴金
























































また, 企業行動についても, 政府がNOx 課徴金制度の実施を決定してか
ら効果があった。NOx を１kg削減するための平均費用は 10SEK 前後であ





14）プラントの管理, 運営はますます NOx 削減に焦点を当てられ, NOx 排出量を
削減した場合には技術者に対してボーナスを支給する企業も現れた。NOx 排出
量削減の設備投資については, 通常「Combution method」やSCR, SNCRに代
表される煙道処理による方法がとられることが多く, 排出削減技術への投資は，




























































性については, 採用すればエネルギー効率が改善され, NOx 排出削減が可
能となる代替財や代替技術が存在した。つまり, (ａ)エネルギーの質の改善
やエネルギーの種類の転換によりエネルギー効率を改善することが可能であ
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1989 19,909 715 19,194 0
1991 19,304 610 18,694 0
1993＊ 19,042 465 18,577 0
1993 20,500 460 20,040 0
1994 20,428 406 20,022 0
1995 18,679 365 18,314 0
林 業
1989 14,435 67 14,368 0
1991 13,911 67 13,844 0
1993＊ 13,785 59 13,726 0
1993 12,970 70 12,900 0
1994 12,953 52 12,901 0
1995 14,071 43 14,028 0
漁 業
1989 5,331 0 5,331 0
1991 4,691 0 4,691 0
1993＊ 4,724 0 4,724 0
1993 3,500 0 3,500 0
1994 3,500 0 3,500 0
1995 3,475 0 3,475 0
鉱 業
1989 4,424 999 1,425 2,000
1991 4,221 717 1,514 1,990
1993＊ 4,570 878 1,442 2,250
1993 5,260 490 2,520 2,250
1994 6,368 1,664 2,514 2,190
1995 6,808 2,073 2,035 2,700
食品・衣料品等
1989 18,678 11,263 2,215 5,200
1991 16,715 9,387 2,128 5,200
1993＊ 15,776 7,878 1,983 5,915
1993 16,990 7,900 3,170 5,920
1994 18,036 7,698 4,012 6,326
1995 18,660 8,648 2,890 7,122
パルプ・製紙・印刷
1989 13,173 5,335 1,838 6,000
1991 16,375 5,630 1,713 9,032
1993＊ 16,014 5,420 1,568 9,026
1993 14,690 5,370 300 9,020
1994 17,087 5,544 295 11,248
1995 15,726 5,516 273 9,937
化 学
1989 6,367 1,417 1,838 3,112
1991 4,604 1,058 1,713 1,834
1993＊ 4,318 786 1,568 1,964
1993 2,890 810 90 1,990
1994 2,836 847 94 1,895
1995 2,667 825 88 1,754
石油精製
1989 4,278 0 1,390 2,888
1991 4,566 0 1,258 3,308
1993＊ 3,908 0 1,113 2,795
1993 2,972 177 0 2,795
1994 2,907 34 0 2,873
1995 2,273 22 0 2,251
製 鉄
1989 7,528 2,090 1,938 3,500
1991 5,697 1,434 1,814 2,450
1993＊ 6,623 1,314 1,669 3,641
1993 5,480 1,320 560 3,600
1994 5,603 1,260 556 3,787







1989 3,777 1,404 2,037 335
1991 3,300 1,050 1,915 335
1993＊ 2,569 800 1,770 335
1993 1,730 850 880 405
1994 2,161 862 894 405
1995 1,630 712 918 405
電気・ガス・地域暖房
1989 19,663 18,876 787 0
1991 19,188 18,403 784 0
1993＊ 15,981 15,149 832 0
1993 16,430 16,300 130 0
1994 15,449 15,298 151 0
1995 13,239 13,093 146 0
上下水処理
1989 0 0 0 0
1991 1,336 1 1,336 0
1993＊ 989 2 987 0
1993 0 0 0 0
1994 0 0 0 0
1995 0 0 0 0
建 設
1989 7,844 429 7,415 0
1991 6,595 452 6,143 0
1993＊ 5,923 346 5,577 0
1993 6,130 300 5,830 0
1994 6,061 284 5,777 0
1995 4,813 237 4,576 0
輸 送
1989 112,663 0 112,663 0
1991 116,025 0 116,025 0
1993＊ 119,616 0 119,616 0
1993 132,710 50 132,660 0
1994 131,661 55 131,606 0
1995 127,395 49 127,346 0
住 宅
1989 2,592 1,043 1,549 0
1991 2,827 1,024 1,803 0
1993＊ 2,141 637 1,504 0
1993 1,020 470 550 0
1994 1,031 458 573 0
1995 842 389 453 0
貿易・サービス
1989 58,576 1,721 56,854 0
1991 57,972 1,730 56,242 0
1993＊ 55,677 1,246 54,431 0
1993 44,550 270 44,280 0
1994 44,556 297 44,259 0
1995 40,773 281 40,492 0
政 府
1989 3,284 1,871 1,413 0
1991 3,320 1,606 1,714 0
1993＊ 2,822 1,091 1,731 0
1993 6,620 1,330 5,290 0
1994 8,074 1,149 6,925 0
1995 6,658 921 5,737 0
家 計
1989 114,720 7,558 107,162 0
1991 108,405 7,629 100,775 0
1993＊ 101,930 6,338 95,592 0
1993 82,520 7,400 75,120 0
1994 79,488 7,146 72,342 0






















1992 14 30 2,424,471 4,631,703 0.52 127
1993 15 30 1,925,559 5,068,879 0.38 92
1994 15 33 1,748,296 5,333,669 0.33 79
1995 16 32 1,590,847 5,759,928 0.28 67
1996 18 38 1,753,008 6,305,744 0.28 67
1997 21 45 1,927,936 6,525,256 0.30 71
1998 21 47 1,982,920 6,989,276 0.28 69
1999 29 45 1,693,870 6,725,946 0.25 61
2000 21 46 1,634,814 7,042,109 0.23 56
2001 21 46 1,628,320 7,503,031 0.22 52
熱発電所
1992 46 70 6,859,291 18,399,452 0.37 90
1993 55 78 5,918,058 20,821,792 0.28 69
1994 54 85 5,784,952 23,400,458 0.25 60
1995 58 90 5,568,084 24,356,520 0.23 55
1996 79 122 8,281,881 32,141,226 0.26 62
1997 105 151 6,235,978 27,737,757 0.22 54
1998 112 165 6,105,239 28,898,251 0.21 51
1999 112 167 5,971,434 27,945,584 0.21 52
2000 110 167 5,358,391 25,327,195 0.21 51
2001 120 192 6,383,281 30,697,308 0.21 50
化学工業
1992 12 17 1,051,419 2,299,365 0.46 111
1993 12 18 891,233 2,442,645 0.36 88
1994 12 18 877,976 2,591,763 0.34 82
1995 12 18 880,440 2,667,370 0.33 80
1996 15 26 959,209 3,136,580 0.31 74
1997 18 31 1,053,445 3,366,775 0.31 76
1998 19 31 985,571 3,402,876 0.29 70
1999 17 29 920,282 3,264,199 0.28 68
2000 18 29 924,191 3,383,284 0.27 66
2001 17 28 972,085 3,564,930 0.27 66
鉄 鋼 業
1992 2 4 76,979 459,340 0.17 41
1993 2 4 84,516 488,075 0.17 42
1994 2 4 69,970 449,168 0.16 38
1995 2 4 67,306 487,074 0.14 33
1996 4 6 157,438 448,241 0.35 85
1997 6 8 244,300 675,409 0.36 87
1998 5 8 204,817 683,233 0.30 72
1999 3 6 156,625 636,046 0.25 56
2000 2 4 135,752 620,388 0.22 53






















1992 38 47 4,531,017 10,609,053 0.43 103
1993 37 49 4,205,991 11,331,064 0.37 90
1994 37 50 4,299,003 12,391,529 0.35 84
1995 39 56 4,196,583 12,422,388 0.34 82
1996 44 63 4,529,497 13,588,563 0.33 81
1997 52 76 4,799,541 13,736,794 0.35 84
1998 48 71 4,627,847 13,645,023 0.34 82
1999 48 71 4,505,300 13,481,164 0.33 81
2000 44 66 4,000,787 12,424,529 0.32 78
2001 45 65 4,202,388 12,984,656 0.32 78
林 業
1992 2 2 97,444 128,000 0.76 184
1993 2 2 83,591 126,049 0.66 160
1994 3 3 68,928 176,787 0.39 94
1995 2 2 36,857 129,029 0.29 69
1996 9 9 199,198 521,434 0.38 92
1997 34 37 495,833 1513,482 0.33 79
1998 35 36 500,799 1603,095 0.31 75
1999 35 37 548,372 1,647,478 0.33 80
2000 35 36 513,309 1,617,068 0.32 77
2001 39 41 619,884 1,846,502 0.34 81
食 品 業
1992 10 12 264,637 937,780 0.28 68
1993 8 9 224,387 879,909 0.26 62
1994 8 9 175,780 849,886 0.21 50
1995 7 8 176,453 804,665 0.22 53
1996 8 10 203,511 968,346 0.21 51
1997 14 23 349,979 1355,471 0.26 62
1998 12 16 209,520 1145,235 0.18 44
1999 13 20 253,894 1220,583 0.21 50
2000 11 16 197,765 984,554 0.20 49
2001 9 16 196,922 909,027 0.22 52
合 計
1992 124 182 15,305,258 37,464,693 0.41 99
1993 131 190 13,333,335 41,158,413 0.32 78
1994 131 202 13,024,905 45,193,260 0.29 70
1995 136 210 12,516,570 46,626,974 0.27 65
1996 177 274 16,083,852 57,150,130 0.28 68
1997 250 371 15,107,012 54,910,944 0.28 66
1998 252 374 14,616,713 56,366,989 0.26 63
1999 248 375 14,049,777 54,921,000 0.26 62
2000 241 365 12,765,127 51,399,127 0.25 60
2001 252 393 14,159,755 58,141,917 0.24 59
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Evaluation of the Swedish Charge on Nitrogen
Oxides System
Kaori FUJITA
This paper considers the Swedish nitrogen oxides charge system focusing on
the analysis according to different industries sector.
The Swedish nitrogen oxides charge (henceforth, NOx charge) was introduced
as a new environmental tax with the carbon dioxides tax and the sulphur tax in
the large-scale tax reform in 1991. Since the feature is a refund system based
on the actual discharge, it is the point of re-distributing tax revenues to a taxable
item company. That is, after carrying out the monitoring of the amount of NOx
discharge of the large-scale plant used as a taxable item, while the taxation
according to the amount of discharge is made, the revenue is re-distributed
among taxable item plants according to energy efficiency.
Recently, OECD countries carry out the environmental related tax and the
charge. However, the most of them is the taxation of revenue type as the main
purpose. Among them, NOx charge is a tax that the incentive effect is the first
purpose, and is similar to pigouvian tax or Baumol and Oates tax. As compared
with the NOx charge introduced in France and Spain (Garcia), Swedish Charge
is positioned by both sides of the rate and the purpose for spending as an
environmental tax according to theory.
The purpose of this paper is clarifying the subject about what measure being
required in order that the “greening” and the environmental taxation system
may function effectively.
